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旧新湊庁舎跡地利活用事業基本協定書（案） 

 

射水市（以下「甲」という。）と【事業者名】（以下「乙」という。）は、旧新湊庁舎跡

地利活用事業（以下「本事業」という。）に関し、次のとおり、基本協定（以下「本基本

協定」という。）を締結する。 

 

（定義） 

第１条 本基本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(１) 募集要項 甲が本事業に関して平成29年10月25日に公表した募集要項（その後の

修正を含む。）をいう。 

 (２) 事業提案書 乙が本事業に関して甲に提出した事業提案書（乙が作成した甲からの

質問に対する回答書及び本基本協定締結までに提出したその他の一切の書類で甲が事業

提案書に含まれると認めたものを含む。）をいう。 

 (３) 本施設 乙が募集要項、事業提案書及び本件契約等（次条で定義する。）に基づき

整備する施設をいう。 

(４) 複合交流施設 本施設のうち、乙が整備する公共施設及び民間施設をいう。 

(５) 公共施設 複合交流施設のうち、乙が甲に対して、本件建物賃貸借契約（次条で定

義する。）に基づき賃貸する施設をいう。 

(６) 公共交通ターミナル 本施設のうち、甲が乙に対して、本件設計業務委託・工事請

負契約（次条で定義する。）に基づき設計業務を委託し、工事を請け負わせる施設をい

う。 

 

（目的） 

第２条 本基本協定は、本事業に関し、乙が公募型プロポーザル方式により優先交渉権者

として選定されたことを確認し、複合交流施設に係る事業用定期借地権設定契約（以下

「本件借地権設定契約」という。）、公共施設に係る普通建物賃貸借契約（以下「本件

建物賃貸借契約」という。）並びに公共交通ターミナルに係る設計業務委託契約及び工

事請負契約（以下「本件設計業務委託・工事請負契約」という。なお、本件借地権設定

契約、本件建物賃貸借契約及び本件設計業務委託・工事請負契約を併せて「本件契約

等」という。）を、甲と乙とが締結することに向けての、甲及び乙の義務を定めるとと

もに、その他本事業の円滑な実施に必要な諸手続に係る甲と乙との間の了解事項を確認

することを目的とする。 

 

（当事者の義務） 
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第３条 甲及び乙は、本基本協定締結後、平成●年●月●日までに、別紙の様式を基本と

し、事業提案書の内容を加味した本件契約等を締結するために誠実に協議を行う。 

２ 本件契約等の締結のための協議においては、乙は、本事業にかかる甲の要望事項を尊

重するものとする。 

 

（準備行為） 

第４条 乙は、本件契約等の締結前にも、自己の費用と責任において本事業の実施に関し

必要な準備行為を行うことができ、甲は、必要かつ可能な範囲で、乙に協力するものと

する。 

 

（本件契約等の不締結） 

第５条 第３条の定めにかかわらず、乙と甲との間の本件契約等が締結されるまでに乙又

は乙が事業提案書において本事業の全部又は一部を発注し又は委託する予定として提案

した者（「構成企業」という。）が本件に関して次の各号所定のいずれかに該当する場

合には、甲は、乙に関し、本基本協定を解除して本件契約等を締結せず、又は締結した

本基本協定及び本件契約等を解除することができる。 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22 年法律第54 号。以下

「独占禁止法」という。）第61条第１項の排除措置命令が確定したとき。 

（２）独占禁止法第62条第１項の納付命令が確定したとき。 

（３）自ら又はその役員若しくは使用人その他の従業者について、独占禁止法第89条第

１項若しくは刑法（明治40 年法律第45 号）第96 条の６又は第198 条の刑が確定し

たとき。 

（４）その他、射水市入札参加資格停止要領に基づき、上記各号と同等若しくはそれ以

上の一般入札参加停止及び指名停止措置を受けたとき。 

（５）募集要項その他、本事業の公募手続で甲が定めた参加資格を欠いたとき。 

 

（本件契約等不調の場合の処理） 

第６条 甲と乙との間で本件契約等の締結に至らなかった場合、甲及び乙が本事業の準備

に関して既に支出した費用は各自の負担とし、甲及び乙は、相互に債権債務関係の生じ

ないことを確認するものとする。 

２ 前項の定めにかかわらず、乙が第５条第１号乃至第４号のいずれかに該当する場合又

は乙が自らの責めに帰すべき事由により故意に本件契約等を締結させない場合には、甲

は、本事業の募集手続において提出した事業提案書所定の月額土地貸付料の12か月分に

相当する金額を違約金として乙に請求できるものとし、乙は、甲の請求があり次第、当

該請求において定められた金額の違約金を甲に支払うものとする。なお、当該違約金の

定めは損害賠償額の予定ではなく、これにより甲が被った損害のうち、当該違約金によ
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り回復されないものがあるときは、その部分について乙に対する損害賠償の請求を行う

ことを妨げないものとする。また、乙が第５条第５号に該当する場合で、これにより甲

が損害を被った場合、当該損害の賠償を乙に請求することができ、乙は、甲の請求があ

り次第、甲に支払うものとする。 

 

（有効期間） 

第７条 本基本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、本件契約等がすべ

て終了した日を終期とする期間とする。 

２ 前項の定めにかかわらず、本件契約等が締結に至らないことが明らかになったと認め

られる場合には、本件契約等の締結不調を甲が乙に通知した日をもって本基本協定は終

了するものとする。 

３ 本基本協定の終了後も、第６条及び第９条の定めは有効とし、当事者を拘束し続ける

ものとする。 

 

（解除） 

第８条 前条の定めにかかわらず、乙が第５条各号所定のいずれかに該当するとき、甲

は、本基本協定を解除することができるものとする。 

 

（秘密保持） 

第９条 甲及び乙は、本基本協定に関する事項について知り得た情報につき、相手方の事

前の書面による承諾を得ることなく第三者に開示しないこと、及び本基本協定の履行の

目的以外には使用しないことを確認する。ただし、次の各号に定める場合はこの限りで

はない。 

（１）本基本協定締結前に、既に自ら保有していた場合 

（２）公知であった場合 

（３）本基本協定に関して知った後、自らの責めによらないで公知になった場合 

（４）本基本協定に関して知った後、正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義

務を課せられることなしに取得した場合 

（５）裁判所により開示が命じられた場合 

（６）乙が本事業に関する資金調達を図るために合理的に必要なものとして開示する場

合 

（７）甲が議会に開示する場合 

（８）甲又は乙がそれぞれの弁護士等のアドバイザーに守秘義務を課して開示する場合 

（９）甲が射水市情報公開条例に基づき開示する場合 

（１０）その他甲又は乙が法令に基づき開示する場合 
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（準拠法及び裁判管轄） 

第１０条 本基本協定は日本国の法令及び甲の定める条例に従って解釈されるものとし、

本基本協定に関する一切の紛争に関する裁判の第一審の専属的合意管轄裁判所は富山地

方裁判所又は富山簡易裁判所とする。 

 

（協議） 

第１１条 本基本協定に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本基本協

定の解釈に関して疑義が生じた場合は、必要に応じて甲及び乙が協議の上、これを定め

るものとする。 

 

以上を証するため、本基本協定書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各 

１通を保有する。 

 

平成●年●月●日 

 

甲 射水市 

  所在地 射水市新開発４１０番地１ 

  射水市長 〔市長名〕 

 

乙 〔事業者名〕 

  所在地 

  代表者氏名 


